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危険事象率推定モデルとその妥当性に関する研究
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図5。3　最小カット集合を用いた／－out－of－2SRSの信頼性ブロック図
5。3　危害への状態遷移モデル
　図5．2を用いて作動要求状態を考慮して危害に至る状態遷移図を描くと，多数の状態をもつことになり，
解析が複雑になる。そこで，図5。2の信頼性ブロック図から最小カット集合を求めると，MC1ニ｛＃1DU，
＃2DU｝，MC2＝｛＃1DU，＃2DD｝，MC3＝｛＃1DD，＃2DU｝，MC4ニ｛＃1DDラ＃2DD｝となる．最小
カット集合を用いて，図5。2は等価的に図5。3に描き直すことができる［32］。本論文では図5．3を用い
て各最小カット集合ごとに以下のように状態遷移をモデル化する．
5。3．1MC1並列構造
　前提条件（a）～（j）より，MC1による危害への過程を状態遷移モデルで表すと図5．4となる，ここで，
状態（z，Ψ，β）は，
妖またはッ）
一｛ll魏1擁訓
・一 ll集欝態
（5，9）
（5。10）
　前提条件（e）より，非作動要求状態A，B，G，Dからそれぞれ作動要求状態C，F，H，Eへ作動要
求率λM［1／hlによってランダムに状態遷移する．また，これらの遷移の逆方向に作動要求状態から非作
動要求状態へとμM［1／h］によってランダムに状態遷移する（ただし，Hからの遷移は除外する）。また，
Hは危害を表し，前提条件（h）より，Hから回復率m［1／h］でAに遷移する。
　前提条件（b）より，状態AからD，AからB，BからGおよびDからGは非作動要求状態でのDU
故障率λpul1／h］で，状態CからE，CからF，FからHおよびEからHは作動要求状態でのDU故
障率πλpu［1／h】で，ランダムに状態遷移する．
　前提条件（i）より，状態DからA，BからA，EからCとFからCへの遷移は2／T［1／hlで，状態G
からAへは3／T［1／hlでランダムに状態遷移する．
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図　5．4　MC1による危害状態遷移モデル
5．32　MC2（MC3）並列構造
　前提条件（a）～（j）よりMC2による危害への過程を状態遷移モデルで表すと図5．5となる（状態A～
H，作動要求状態と非作動要求状態との間1の遷移にっいては前節参照）。
　状態AからBとDからGへはλDu［1／h］で，状態CからFとEからRへはπλpu［1／hlでランダム
に遷移する．状態AからDおよびBからGへは非作動要求状態のDD故障率λDDf1／h］，状態Cから
E，FからHへは作動要求状態のDD故障率πλpp［1／h］でランダムに遷移する。
　前提条件（c），（d）より，修復とPTとは独立に行われるため，状態BからA，GからDおよびFか
らCへの遷移は2／T［1／h1で，状態DからA，GからBおよびEからCへの遷移は修復率μ［1／h］で
ランダムに生ずる．
　また，MC3による危害への状態遷移図は，図5．5中の（¢，み，z）の灘と汐を入れ替えたものになり，図
5．5と対称的な図となるので省略する．
5，3．3　MC4並列構造
　前提条件（a）～（j）よりMC4による危害への過程を状態遷移モデルで表すと図5、6となる（状態A～
H，作動要求状態と非作動要求状態との問の遷移については3ユ節参照）。
　状態AからB，DからG，AからDおよびBからGへは非作動要求状態でのDD故障率λρ∂11／hl
で，状態CからF，EからH，CからEおよびFからHへは作動要求状態でのDD故障率πλDD［1／h1
でランダムに遷移する，
　前提条件（d）より，各チャネルのDDフォールトの修復は独立に行われるため，状態BからA，Gか
らD，DからA，GからB，FからCとEからCへの遷移はμ11／h1でランダムに生ずる，
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図　5．5　MC2による危害状態遷移モデル
5．4　危険事象率とRRR
図5．4～5．6は吸収状態をもたないので，十分時間が経過した時刻オでは定常状態とみなせる．
5．4．1MC1による危険事象率
　図5。4から平衡方程式が次のように得られる．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　（λM十λpu十一）Pr｛B　U　D｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　T
　　　　　　　　　　　　　＝2λpuPr｛A｝十μMPr｛E　U　F｝，
　　　　　　　　　　　　（2フrλpu十μM）Pr｛C：｝
　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　強Pr｛EuF｝＋λMPr｛A｝，
　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　（πλPu十一十μM）Pr｛E　U　F｝
　　　　　　　　　　　　　　　　T
　　　　　　　　　　　　　＝λMPr｛B　U　D｝十2πλpuPr｛C｝，
　　　　　　　　　　　　　　　3　　　　　　　　　　　　（λM十一）Pr｛G｝＝λρuPr｛B　U　D｝，
　　　　　　　　　　　　　　　T
　　　　　　　　　　　　mPr｛H｝＝λ痘Pr｛G｝十πλDδPr｛E　U　F｝，
　　　　　　　　　　　　Pr｛A｝十Pr｛B　U　D｝十Pr｛C｝
　　　　　　　　　　　　　十Pr｛E　U　F｝十Pr｛G｝十Pr｛H｝＝1．
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図　5。6　MC4による危害状態遷移モデル
　すると，MC1による危険事象率ωuu［1／h］に対して，
　　　　　　　　　　　　　Pr｛時刻委で状態Hにない｝ωuu砒
　　　　　　　　　　　　　＝Pr｛危険事象が（オ，6＋d司で発生｝
　　　　　　　　　　　　　≒Pr｛（状態E又はFからHへの
　　　　　　　　　　　　　　　　　遷移が（哲，オ＋砒1で発生）
　　　　　　　　　　　　　　　∪（状態GからHへの
　　　　　　　　　　　　　　　　　遷移が（オ，オ＋dオ1で発生）｝
　　　　　　　　　　　　　ニPr｛E　U　F｝πλ1）u砒十Pr｛G｝λM4オ．　　　　　　　　　　　　　（5．17）
　式（5。11）～（5．17），前提条件（h）より，肌→oOとすると，Pr｛時刻オで状態Hにない｝＝1とな
る。ωuuにっいて数式処理ソフトMapleで解くと，分子が10項，分母が30項程度の解となる．規格
ではSRSの故障率にπλp＜10－5［1／h］を要求しており，作動要求が1年以上続くような場合を除くと
πλp《μM［1／h］であるので，近似式（5．18）を導出することができる．
　　　　　　　　　　　　ωuu鴫uλM輪＋2πμMλM＋π2λ鎧
　　　　　　　　　　　　　　＋（3π＋2）μ鍔＋5π2λM＋騎
　　　　　　　　　　　　　　／（　　　　　　　　　　　　　　　幽λM＋2μMλ協＋λ湯
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丁
　　　　　　　　　　　　　　3綱響5攣＋6μ要λM）・　　（5・18）
　ここで，Mapleで求めた危険事象率の厳密式とその近似式との偏差率εを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　近似式一厳密式　　　　　　　　　　　　　　ε＝100×　　　　　　　　　　　　　（5．19）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　厳密式
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図　5。7　Mc1の危険事象率の近似式と厳密式との偏差率（πλD＝10－6［／／hl，T＝1041h］，1）o＝601％D
とし，図5．7にωuuに対するε［％1の数値解析例を示す．
　横軸はλM［1／hl，縦軸はωuuに対するd％］を示す。ここでは，πλDuニlo－6［1／h］，T＝104［hlとし
て，π＝LOかつ7rλP／μ＝10－2，πニ5・0かっπλD／μ＝10『2，およびπニ1．0かっπλP／μ＝10｝3の
場合をそれぞれ，直線，破線および点線で示している・偏差率の絶対値は，πλDT《1とπ入P《μM［1／hl
ならば，1）σなどに無関係に1［％1未満となる，
　ここで，πλPu《2／T［1／h］，7rλPD《μ［1／h］の条件で，DUフォールトである確率QDuとDD
フォールトである確率（2DDは，
　　　　　　　　　　　　　　　　　λpu　　　　λDD　　　　　　　　　　　　　　（～pu駕丁，CDD創一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（520）
　　　　　　　　　　　　　　　　　7　　　　　　μ．
　式（5．18）の特別な場合として，PT間隔に対して低発生率短継続作動要求モード，すなわちλM《
2／T《μM［1／h1であれば，
　　　　　　　　　　　　　　　　　～λあuλMT2　　　　　　　　　　　　　　　ωuu～　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（521）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3
　また，高発生率短継続作動要求モード，すなわち2／T《λM［1／h］，2／T《μM［1／h］であれば，
　　　　　　　　　　　　　～λあuT（μ鉛＋2πμMλM＋π2λ先）　　　　　　　　　　　ωuu～　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．22）
　　　　　　　　　　　　　　　　μ翫＋2伽砺＋粉
　さらに，作動要求状態の平均継続時間が非作動要求状態の平均継続時間より非常に小さい，つまり
λM《μM［1／h］であれば，式（522）は
　　　　　　　　　　　　　　ωuu弼λちuT駕一2QpuλDU．　　　　　　　（5．23）
　上式は，一方のチャネルがDUフォールト時にもう一方のチャネルが故障となる場合の危険事象率の
合計になっている．
5．4．2　MC2（MC3）による危険事象率
　図5．5から平衡方程式が次のように得られる．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　（λM十λDP十一）Pr｛B｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T
　　　　　　　　　　　　　　＝λpδPr｛A｝十μMPr｛F｝十μPr｛G｝，　　　　　　　　　　　　　（5．24）
　　　　　　　　　　　　　（πλpu十7rλPP十μM）Pr｛C｝
　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　　＝7Pr｛F｝＋μPr｛E｝＋λMPr｛A｝，　　　　　（525）
　　　　　　　　　　　　　（λpu十μ十λM）Pr｛D｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　　＝μMPr｛E｝十λDI）Pr｛A｝十一Pr｛G｝ラ　　　　　　　　　　　　　（526）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T
　　　　　　　　　　　　　（πλpu十μ十μM）Pr｛E｝
　　　　　　　　　　　　　　ニλMPr｛D｝十フrλDoPr｛C｝，　　　　　　　　　　　　　　　　　（527）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　（7rλPP十μM十一）Pr｛F｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T
　　　　　　　　　　　　　　＝λMPr｛B｝十7τλDuPr｛C｝，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5，28）
　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　　（λM＋ゲ＋μ）Pr｛G｝
　　　　　　　　　　　　　　＝λpわPr｛B｝十λpJ》r｛D｝，　　　　　　　　　　　　　　　　　　（529）
　　　　　　　　　　　　　mPr｛H｝
　　　　　　　　　　　　　　＝λ癩Pr｛G｝十πλDづPr｛F｝十7τλpJ》r｛E｝，　　　　　　　　　　　（5．30）
　　　　　　　　　　　　　Pr｛A｝十Pr｛B｝十Pr｛C｝十Pr｛D｝
　　　　　　　　　　　　　　十Pr｛E｝十Pr｛F｝十Pr｛G｝十Pr｛H｝ニ1．　　　　　　　　　　　　（531）
　すると，MC2による危険事象率ωUDl1／h］に対して，式（5．17）と同様に，
　　　　　　　　　　　　Pr｛時刻孟で状態Hにない｝ωup論
　　　　　　　　　　　　＝Pr｛E｝πλDU砒十Pr｛F｝πλDp砒十Pr｛G｝λM砒。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5。32）
　式（5．24）～（5．32），前提条件（h）より，m→OQとすると，Pr｛時刻オで状態Hにない｝＝1となる．
　Mapleでωupについて解くと，分子が200項，分母が600項程度の式となるが，前提条件（d）より，
2／T《μ［1／h］，式（5．18）の導出と同様に7rλp《μM［1／h］とすると，ωup［1／h1は
　　　　　　　　　　　　ωUP霜λpuλDDλM
　　　　　　　　　　　　　×協μ＋μ鉛μ｛（2π＋1）λM＋（π＋・）μ｝
　　　　　　　　　　　　　　＋μM厩（π2＋2π）λ鉛＋（π2＋3π）λMμ叔μ2｝
　　　　　　　　　　　　　　＋μ鵡＋2λ鉛μ＋λMμ2＋蓄1
　　　　　　　　　　　　　／［警｛齢＋μ）協（3λ鎧＋4λMμ＋μ2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2μ2　　　　　　　　　　　　　　超M（3λ溢＋5λ鉛μ＋2λMμ2＋一）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丁
　　　　　　　　　　　　　　瑞＋2入協μ＋λ鎧μ2＋2λ亭μ2｝］・　　　（5・33）
　0．25
　　0．2
　0．15
　　0．1
け邑
Φ0．05
　　　0
－0．05
　－0．1
－0、15
　　　1σ6
　　　　　　　◆●◆．＿．D．巳。…　．，
　　　　　　　　　ぎ　　　　　　　　．／
『1匹IllIllIIlll，Ili－II盲1』』1』』』副♂
　　　　　　　◆◆“9’討副’“
　　　　　、◆◆◆ド
　　　　　◆　　　　　ε　　　　　◆　　　　　ミ　　　　　◆　　　　　　　くト　　　　■　　　　　ミ　　　　o　　　　　　　ぐ　　　　◆　　　　　　　ぐ　　　　■　　　　　　　　奇　　　○　　　　　　　　奇　　　○　　　　　　　　こ　　　o　　　　　　　　こ　　　■　　　　　　　　寺　　　■　　　　　　　　こ　　○　　　　　　　　　奇　　○　　　　　　　　　こ　　○　　　　　　　　　こ　　○　　　　　　　　　ご
　○　　　　　　　　　　ぐ　○　　　　　　　　　　こ　◆　　　　　　　　　　こ　◆　　　　　　　　ミ◆　　　　　　　　　　　こ◆　　　　　　　　　　　　こ◆　　　　　　　　　　　　こ
　　　　　　　　　　　一2一π＝1．0，πλoμM＝10
　　　　　　　　　　　－2
・”” ＝5．0，πλD／知Mニ10
　　　　　　　　　　　－3
川川川III ＝1．0，πλD／μM＝10
10－4　　　10－2
　　Demand　rateλM　［1／h］
100 102
図5。8　MC2の危険事象率の近倶式と厳密式との偏差率（πλp＝10鴫11／h1，T＝104圓，、00＝60［％1，μ＝10－1［1／hl）
図5．8にωupに対するε［％］の数値解析例を示す，μ＝10－1［1／h］とし，他は図5，7と同じ条件とした．
偏差率の絶対値は，πλDT《1，7rλD《μ短［1／h］および2／T《μ［1／h］ならば，Pσなどに無関係に
1［％］未満となる．
　特に，式（5．33）で，低発生率短継続作動要求モード，すなわちλM《2／T《μ《μM［1／hlであれ
ば，式（5。20）より，
　　　　　　　　　　　　　　　　　あuλPPλM　　　　　　　　　　　　　ωUD弼　2　弼QDuQPPλM　　　　　　　（5。34）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7μ
となり，これはDUフォールトかつDDフォールトで作動要求となる場合の推定式を表している．
　また，高発生率短継続作動要求モード，すなわちμ《λM［1／h］，μ《μM［1／h］であれば，
　　　　　　　　　　　　　ωU醗λpuλPP繍＋（2π＋1）μ鉛λM
　　　　　　　　　　　　　　　　→｛π2＋2π）μMλ鉛＋π2λ聾｝
　　　　　　　　　　　　　　／／多（μ湯＋3μ鉛λ幽λ鉛＋λ鎧）｝．　　（5・35）
　これは，さらにλM《μM［1／hlのとき，式（5。20）より，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωUD廻QDUλPP　　　　　　　　　　（5．36）
となり，DUフォールトでDD故障となる場合の推定式を表している．
　前提条件（b）よりチャネル＃1とチャネル＃2の故障率！ま同値であるので，MC3の危険事象率ωDU［1／h］
はωUD［1／h］と等しくなる．
5．4．3　MC4による危険事象率
図5．6から平衡方程式が次のように得られる，
（λM十λPD十μ）Pr｛B　U　D｝
ニ2λPわPr｛A｝十μMPr｛E　U　F｝十2μPr｛G｝，
（2πλm＋μM）Pr｛C｝
　＝μPr｛E　U　F｝十λMPr｛A｝，
（πλPD十μ十μM）Pr｛E　U　F｝
　ニλMPr｛B　U　D｝十2πλDpPr｛C｝り
（λM十2μ）Pr｛G｝＝λPDPr｛B　U　D｝，
隅Pr｛H｝ニλ露Pr｛G｝十7rλpわPr｛E　U　F｝，
Pr｛A｝十Pr｛B　U　D｝十Pr｛C｝十Pr｛E　U　F｝
　十Pr｛G｝十Pr｛H｝－1。
（537）
（538）
（5。39）
（5．40）
（5、41）
（5，42）
すると，MC4による危険事象率ωpp［1／hlに対して，式（5，17）と同様に，
Pr｛時刻オで状態Rにない｝ωDP砒
　二Pr｛E　U　F｝πλDDdオ十Pr｛G｝λM4オ。 （5。43）
　式（537）～（5．43），前提条件（h）より，m→oOとすると，Pr｛時刻オで状態Hにない｝＝1となり，
πλD《μM［1／h］としてωPD［1／hlを近似すると，
　　　　　　　　　　　　ωDD蜘λちD［2μ涛μ繍μ｛（4π＋2）λM
　　　　　　　　　　　　　　　　＋（4π＋4）μ｝鞠μ｛（2ノ＋4π脇
　　　　　　　　　　　　　　　　＋（6ノ撒＋2）λ礫＋（4ノ＋2網）碍
　　　　　　　　　　　　　　　　＋ノμ｛2稀＋8稀μ＋・・λMノ＋4μ専1
　　　　　　　　　　　　　　　／レ2｛μ聾（λM＋2μ）
　　　　　　　　　　　　　　　　＋μ鉛（3λ鉛＋8λMμ＋4μ2）
　　　　　　　　　　　　　　　　十μM（3λ汚十10λ鉛μ十9λMμ2十2μ3）
　　　　　　　　　　　　　　　　＋λ盤＋4λ協μ＋5λ勧μ2＋2λMμ3｝1．　　　（5・44）
　図5，9にωppに対するε［％］の数値解析例を示す．各パラメータの数値は図5。8と同じものを用い
た．MC4による危険事象率の偏差率の絶対値は，近似条件πλDT《1，πλp《μM［1／h］および
2／T《μ［1／h］を十分満たしていればPσなどに無関係に1［％］未満となる。
　式（5．44）で，低発生率短継続作動要求モード，すなわちλM《μ《μMl1／h］であれば，式（520）
より，
　　　　　　　　　　　　　　　ωpD譜獣λM偽p．　　　　（5．45）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　μ
　これは，両チャネルがDDフォールトで作動要求が発生する場合の推定式を表している，
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図5・9　Mc4の危険事象率の近似式と厳密式との偏差率（πλP＝10－6［1／hl，．oo＝601％1，μ＝10－1［1／hl）
　また，高発生率短継続作動要求モード，すなわちμ《λM［1／h］，μ《μM［1／h1であれば，
　　　　　　　　　　　　　ωPD　弼2λちp｛μ涛十（2π十1）μ協λM
　　　　　　　　　　　　　　　　　＋（π2＋2π）μM脇＋π2λ湯｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　／｛μ（幽＋3μ協λM＋3μMλ協＋λ湯）｝，　　　　　（5．46）
　さらに，λM《μMl1／h］であれば，式（5。20）より，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωDD廻2λppQDD　　　　　　　　　　（5．47）
となり，一方のチャネルがフォールト時にもう一方が故障する場合の危険事象率推定式の和を表している．
5．4．4　システム全体の危険事象率
　前節までに図5．3で表される各最小カット集合から構成される並列チャネルにおける危険事象率をそ
れぞれ求めた．ここで，システム全体の危険事象率にっいて，
　　　　　　　　　　　　　　ω砒＝Pr｛（オ，オ＋4司で危険事象｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一Pr｛∪（MC琶が原因で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乞＝1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（オ，孟＋凋で危険事象）｝，　　　　　　　　　　　　　　（5．48）
　　　　　　　　　　　　　σdオ
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図　5．10　研『とωHとの偏差率（μ＝10－1［1／h］）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝ΣPr｛Mαが原因で（ち舌＋4司で危険事象｝
　　　　　　　　　　　　　ぎニ　
　　　　　　　　　　　　ニ（ωuu十2ωup十ωDD）砒，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．49）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　里砒二σ砒一ΣPr｛MαとMqとが原因で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゑゴニユぼヂゴ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（オ，辞砒】で危険事象｝　　　　　　　　　　　　　（5・50）
　とすれば，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　望≦ω≦σ　　　　　　　　　　（5．51）
となる［331，σと望はそれぞれ真値ωの上界と下界とよばれている．リスク評価では近似的に上界を用
いてシステム全体の危険事象率の推定式とする場合が多い．
　ここで，λM《μM［1／h］の高発生率短継続作動要求モードにおいて，上界砺と下界里旦はそれぞれ，
　　　　　　　　　　　　　婿弼2QDUλDU＋2QpuλDD＋2QDPλDP，　　　　　（5・52）
堕廻砺一（2偽uλDP＋4QpuQDPλρu
　　　＋4賜DQpuλDU＋4偽uQPPλPD
　　　＋2賜DλDU＋4QDuQPPλDD）。 （5。53）
また，低発生率短継続作動要求モードにおいて，上界砺と下界ωLはそれぞれ，
　　　　　　　　　　　　碓λちuT2λM＋2QpUQDDλM鴫λM，
　　　　　　　　　　　　　　　　3
（5。54）
　一210
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図　5．11　砺とωLとの偏差率（μ＝10－1［1／h］）
塑舘砺一（2賜uQPPλM
　　峨偽uQちDλM＋2QDuQちDλM）． （5。55）
μ＝10－1［1／hlとして，房万と望互との偏差率εH＝100×（砺7一里旦）／砺を縦軸に，Tを横軸にして
図5．10に示す，同様の条件で，砺とωLとの偏差率εL＝100×（砺一ωL）／砺を縦軸に，Tを横軸に
して図5。11に示す．どちらの図においてもλ1）T《1ならば，偏差率は1［％］以内に収まっている．
5．4．5　近似式の妥当性とRRR
　規格では，作動要求モードは「低頻度作動要求」と「高頻度作動要求又は連続」との2種類のみに分
類されており，危険事象率はそれぞれのモードで「作動要求あたりのSRS機能失敗確率（すなわちSRS
のアンアベイラビリティ）に作動要求率をかけた値」［34］と「SRS故障率」［35］とで定義されている．ま
た，低頻度作動要求モードは「SRSへの作動要求頻度が1［1／year］より大きくなく，かつ，プルーフテ
スト頻度の2倍よりも大きくない場合」，高頻度作動要求又は連続モードは「SRSへの作動要求頻度が
111／year］より大きい，又はプルーフテスト頻度の2倍よりも大きい場合」と定義されている［35L
　ここで，文献［36］のように，一般的に故障率のデータは1桁ないし2桁程度の有効数字で与えられて
いる場合が多い．このようなデータ上の制約もあり，実用上の観点から，規格では，例えば，SRS故障
率（本論文ではω，5．5。3節参照）のSIL1は10－6［1／h］≦SRS故障率＜10－5［1／h］であり，同一のSIL
におけるSRS故障率の最大値は最小値の10倍程となっている，近似式（5。18），（5．33）および（5。44）と
これらの厳密式との偏差率は，すべて11％］以内となっており，SRS故障率が異なるSILの境界に近い値
の場合を除いて，11％1程度の偏差率をもった近似は実用上SILの決定に際して許容できると考えられる，
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　以上のことから，式（5．49）で定義される上界を近似的にシステム全体の危険事象率とすることは，
λpT《1の条件でリスクを若干過大に見積もるが，全体システムのリスク評価として実用上妥当であ
るといえる．
　また，作動要求あたりのSRS機能失敗確率に相当する値を本論文ではRRR≡…ω／λM紀σ／λMとす
る．すると，
　　　　　　　　　　　　　RRR弼（ωuu十2ωup十ωpp）／λM　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．56）
が得られる．
5．5　考察
5．5．1　システム全体の危険事象率と危害への平均吸収時間
　川原らは，SRSがDD故障のみをもつ単一チャネルにおいて，危害（1，1）からフォールトでなくかつ
作動要求状態でない初期状態（0，0）に瞬時に遷移する状態遷移モデルからシステム全体の危険事象率を
導出している。また，危害の回復のない場合，すなわち危害を吸収状態とした吸収マルコフモデルから
平均吸収時間の逆数を導出し，これがシステム全体の危険事象率と一致することを示している［18エ，
　著者らも，図5。4～5。6に示した状態遷移モデルの危害（1，1，1）を吸収状態とし，これらの吸収マルコ
フモデルにおける危害（1，1，1）への平均吸収時間の逆数の推定式を文献［371に基づいて導出した．そし
て，それぞれの平均吸収時間の逆数の推定式と危険事象率の推定式とを比較した結果，それらは一致す
ることがわかった，
　吸収マルコフモデルにおいて，平均吸収時間は初期状態（ここでは（0，0，0））から吸収状態（1，1，1）に到
達するまでの平均時問である［38］．一方，本論文で提案した状態遷移モデルでは，危害（1，1，1）から初期
状態（0，0，0）へは，瞬時に遷移するとしているので，孟→OQの定常状態において，それぞれの危険事象
率は，初期状態（0，0，0）から危害（1，1，1）への平均到達時間の逆数であるともいえる．両モデルの（0，0，0）
から（1，1，1）への平均到達時閲は一致することになるので，本論文で導出した危険事象率と吸収マルコフ
モデルにおける平均吸収時間の逆数が一致すると考えられる．
5．5．2　2－out－of－3構成のSRS
　2－out－o倉3多数決SRS（以下，2－out－of－3SRS）の具体的な例として，自動運転を行う車の方向制御
システムが考えられる．2－out－o卜3SRSの信頼1生ブロック図は，共通原因故障が無視できれば，最小
カット集合によって，図5．3に示した1－out－of－2SR，Sの3直列構成として書き換えることができる．
すると，本論文で導出した定式化を繰り返せば，2－out－of－3SRSをもつ全体システムの危険事象率推
定式を導出することができる．
5．5．3　規格との比較
　本論文で示された低発生率短継続作動要求モードと高発生率短継続作動要求モードの危険事象率はそ
れぞれ，規格の「低頻度作動要求モード」と「高頻度作動要求又は連続作動要求モード」の危険事象率
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図　5。12　正規化した危険事象率のPT問隔による変化（μ＝10－111／h］，μM＝10211／h］，π＝1，
　　　DO＝601％］）
λD＝10－6［ ／h］，
に漸近するが，その他のモードでは両者の危険事象率は必ずしも一致しない．この不一致は，規格が2
種類のモードのみによって作動要求モードを規定しているところに原因がある．
　例えば，図5。12にμ＝10｝1［1／h］，μM＝102［1／hl，π＝1，λp＝10－6［1／h］，1）σ＝60［％］の条件で，
規格の定義による危険事象率と本論文の定式化により得られる危険事象率との数値計算による比較を示
す．横軸は作動要求頻度ωM＝λMμM／（λM＋μM），縦軸は危険事象率を式（5。52）（すなわち・SRS故障
率）で除して正規化したものとした．太線は規格による危険事象率を正規化したもの，細線は本論文によ
る危険事象率を正規化したものを示す。作動要求頻度が高頻度である場合（図5．12ではωM＝10011／h］
程度），細線が太線に漸近している。すなわち，ωM＝100［1／h］程度では，本論文による危険事象率が
SRS故障率とほぼ等しくなることを示している。また，ωM＝10『6～10－4［1／hlでは両者の比は3倍程
度に収まっており同一のSILとみなせる可能性があるが，ωM＝1［1／year］創1。14×10－4［1／hl近辺で
は，Tニ0．5または1［1／yearlの場合に両推定値の比が10倍以上となり，同一のSILとはみなせなく
なり規格の定義では合理的にSILを定めることができないことがわかる．従って，1－out－of－2および
2－out－of－3SRSのリスク軽減性能をSILによって評価するに際しては，本論文で提案した定式化の適
用が不可欠であると考えられる。
5．5．4　今後の課題
　本論文では，前提条件（b）でチャネルの故障が指数分布に従うとしている，Drenickの定理に従えば，
チャネルが多数の修理系部品によって構成されている場合，各部品の故障の分布型にかかわらず，チャネ
ルの故障は近似的に指数分布に従うということが知られている［39Lこの定理と前提条件（a），（c），（d），
（f），（i）から，チャネルの故障が指数分布でモデル化できると設定することは多くの場合妥当であると考
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えられる．しかし，チャネルの故障が指数分布でモデル化できない場合については，今後の研究課題で
ある．
5．6　まとめ
　本論文では，信頼性ブロック図と状態遷移モデルを用いて任意の自己診断率をもっ1－out－of－2SRS
が設置された全体システムの危険事象率推定式を導出した．これにより，冗長SRSのSILの合理的な決
定が可能となる．
　まず，各チャネルにDUおよびDD故障部をもつ1－out－of－2SRSへの作動要求による危害の状態遷
移モデルは，多数の状態をもち複雑になる．そこで，最小カット集合を用いて最小カット並列構造の直列
結合の信頼性ブロック図を作成し，各々の最小カット並列構造について状態遷移モデルを構成した．こ
れによって，規格実施上有用な危険事象率推定式およびRRRを導出した．これらの式によって，SIL
を簡単に見積もることができる。
　次に，各状態遷移モデルから導出した危険事象率推定式と吸収マルコフモデルから導出した平均吸収
時間の逆数の推定式とが一致することについて考察した。また，本論文で得られた1－outof－2SRSの
定式化が2－out－of－3SRSにも適用できることを示した．これにより，煩雑な計算をせずにSILを見積
もることを可能とした．
　さらに，現規格と本論文での定式化との比較を行い，本論文での導出結果の適用が規格実施上必要と
なる合理的なリスク評価に不可欠であるこ』とを示すことにより，中発生率作動要求モードのような場合
でもSILの合理的な決定が可能となった．
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　第6章
結　　言
本論文は，IEC61508に代表される規格を実施する際に必要とされる危険事象，作動要求とSRS故障
との関係を解析し，危険事象を合理的に定量評価する方法を主体の内容としている，
　まず，リスクの定義を明確化するために，危害をアイテムの状態をあらわす用語に限定して用い，リス
クを「ある危害をもたらす危険事象の当該条件下での生起確率と当該危害の苛酷度との組み合せ」と修
正して定義することを提案した．これを用いて，リスクの定量化の基盤である危険事象頻度，危険事象
率，危険事象生起確率，危害修復率などの定量モデル化の方策を示した。これにより，国際規格のIEC
61508で必要とされるSRSへのSILの割り当てを，危険事象率を基準とした合理的な方法で行うこと
が可能となる．
　1－ou毛一〇仁1SRSをもつ全体システムの危険事象率を順序依存型故障論理によって導出した．作動要
求率に対する危険事象率の比をRRRとして定義した．そして，RRRと危険事象率とをそれぞれ現行の
規格の「低頻度作動要求モード」と「高頻度作動要求又は連続モード」にかわるSILの性能標準とし，
それぞれの表から得られるSILが異なる場合には，低い方の水準を当該SRSのSILとすることを提案
した、これから，作動要求率が10『411／hlより小さい値ならば本論文の表1．1によって，そうでなけれ
ば表1．2によってSILが決定できるようになった．このようにして，現行の規格では明記されていない，
作動要求率が低発生率である場合や作動要求状態が中継続である場合であっても，合理的にSILを決定
することが可能となる．
　また，平均フォールト時間を用いてフォールトがランダムに修復されるものとし，危険事象過程を状
態遷移図を用いて危険事象率の推定式を導出した．さらにシミュレーションによってその妥当性を示し
た．さらに，平均フォールト検知時間確率モデルによる推定式を若干修正すれば，本論文による一般化
された状態遷移モデルの特別な場合の危険事象率推定式と一致することを示した．これらにより，ラン
ダムPTを用いた際のSILの決定方法が妥当であるといえる．
　1－out－o倉2SRSが設置された全体システムにおいて，信頼性ブロック図と状態遷移モデルを用いて
任意の自己診断率をもつ危険事象率推定式を導出した．最小カット集合を用いて最小カット並列構造の
直列結合の信頼性ブロック図を作成し，各々の最小カット並列構造について状態遷移モデルを構成した．
これによって，規格実施上有用なリスク軽減比および危険事象率推定式を導出した．さらに，各状態遷
移モデルから導出した危険事象率推定式と吸収マルコフモデルから導出した平均吸収時間の逆数の推定
式とが一致することにっいて考察した．また，本論文で得られた1－out－oβ2SRSの定式化が2－out－oβ3
SRSにも適用できるこ．とを示した。
　以上のように，危険事象率が，マルコフ状態遷移図と順序依存型故障論理との異なるアプローチから
導出され，さらにモンテカルロシミュレーションにより妥当性が確認された．また，本研究により，従
来解決できなかった問題，すなわちSRSが1－out－of－2構成であり，それぞれのチャネルがDU故障部
とDD故障部をもつ場合について定常状態とみなせる任意の作動要求に対して，合理的に危険事象の発
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生率すなわちリスクを推定することが可能となった．
　現在IEC61508は，欧州において鉄道（EN50126）や機械装置（IEC62061）の分野に，北米では化
学プラント（IEC61511）を中心に，アジアにおいても新規建設の化学・発電プラントや新幹線建設など
に適用され始め，目本やドイツでは自動車の電子制御に適用が検討されている．それらのシステムでは
SRSが1－out－o倉2構成であり，それぞれのチャネルがDU故障部とDD故障部をもっ場合も多く，本
研究成果が適用されることが期待できる．
　また，本研究は，今後の課題であるDU故障部とDD故障部とを含む複雑な構成のSRSに対する同
様の定式化の礎となるであろう．
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